
　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計 4,192 4,209

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

727 830 来庁者等の安全確保を第一に、耐震対策等の庁舎整備案件を精査したが、移転建て

労働保険特別会計　雇用勘定
（項）施設整備費

3,051 3,177 替えによる庁舎整備を要する事案があったため、全体では増額となっている。

労働保険特別会計　労災勘定
（項）施設整備費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

一般会計（項）都道府県労働局施
設費

413 202 　都道府県労働局、労働基準監督署及び公共職業安定所の庁舎に係る整備について、

―

(611) (657） (360) (537)

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　３，１３４，９３９（円／件） 算出根拠
執行額（２，２６９，６９５，６４６円）

　　　　　　　　　　　　　　÷　活動実績件数（２２～２４年度平均７２４件）

工事実施件数

活動実績

（当初見込
み）

件

756 886 531

－

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

施設整備については、来庁者の満足度や職場環境の改
善等、数値化が困難な要素があり、定量的な成果指標を
示すことになじまない。

成果実績 － － － － －

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ － －

執行率（％） 65.9 72.3 70.9

執行額 4,963 3,811 2,270

7,526 5,268 3,202 6,274 4,209

4,192 4,209

補正予算

繰越し等 37 △ 345 △ 1,126 2,082

139

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 7,489 5,474 4,328

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

主な事業内容は、庁舎新営、耐震改修工事、屋上防水工事、空調設備改修工事、太陽光発電設備設置工事等である。
事業実施の態様として、国土交通省各地方整備局に支出委任を行う場合と各労働局が直接実施する場合がある。
大規模工事を行う必要がある場合には、各労働局が国土交通省の各地方整備局（営繕事務所）に協議を行い、整ったものについて、厚生労働省の予算
を支出委任して行っている。
比較的規模の小さい（数百万円規模）工事案件については、各労働局が一般競争入札等の契約事務を行い、実施している。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

官公庁施設の建設等に関する法律（第９条）
国家公務員宿舎法第17条

特別会計に関する法律第99条第２項第２号

関係する計画、
通知等

庁舎等及び省庁別宿舎の取得等予定の調整について
（昭和４９年６月１３日蔵理第２３９４号）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

都道府県労働局、労働基準監督署及び公共職業安定所の行政運営に必要な施設整備（老朽・狭隘化解消のための庁舎新営、安全確保のための改修
等）を通じて、行政運営の効率化及び利用者利便の向上を図る。

昭和２２年度 担当課室 地方課 課長　達谷窟 庸野

事業名

会計区分 一般・特別会計（労災勘定及び雇用勘定） 政策・施策名 －

事業番号 942

都道府県労働局等施設整備に必要な経費 担当部局庁 厚生労働省大臣官房 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外の事業である。

上記点検項目について十分に実施できており、契約先の選定が一部随意契約となっているものについてもやむを得ない事由によるものであることを踏ま
え、事業の目的に沿って適切に実施できているものと判断する。

評　価項　　目

点
検
結
果

-

耐震対策等、早急に対応を要する事案が多く、引き続き適正な執行に努めることが大事である。

-

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年 902 0777

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

－

－

○

○

－

○

－

○

○

○

所管府省・部局名

－

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

施設整備を通じ行政運営の効率化及び利用者利便の向上を
図ることは、国民の利益につながるものである。

△

0685

工事の発注を行う各労働局等へ予算配賦を行っており、合理
的なものとなっている。

－

－－

各労働局より整備要望のあったものを精査のうえ、必要な整
備のみ行っている。
一般競争入札等によりコスト削減に努めた結果、生じたもの
であり、妥当なものとなっている。

施設の管理者である国自身が施設整備を行うことにより、他
の手段と比較して効果的な手段となっている。

コスト削減に努めた結果生じた差額等を使用することにより、
見込みを上回る実績となっている。
耐震改修工事等により整備された施設は十分に活用されて
いる。

施設管理者である国が主体となり行うべきものである。

－

契約先については一般競争入札等により選定することによ
り、競争性が確保されている。なお、一部随意契約を行ってい
るケースがあるが、立地等を踏まえた選定が必要な不動産購
入やテナント貸主の指定業者など、やむを得ない事由による
ものである。

－

一般競争入札等により契約先を選定することによって、妥当
な水準となっている。



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

厚生労働本省 

 ２，２７０百万円 

都道府県労働局・地方整備
局等へ予算を配賦 

Ａ．４７都道府県労働局 

 １，００５百万円 

Ｂ．９地方整備局等 

 １，２６５百万円 

 事業の執行のため契約を 

 締結 

 事業の執行のため契約を 

 締結 

【一般競争入札等】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｃ．民間会社等（４０２者） 

１，００５百万円 

 契約書に従って事業を 
 遂行 

【一般競争入札等】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｄ．民間会社等（５０者） 

１，２６５百万円 

 契約書に従って事業を 

 遂行 



計 362 計 0

工事費 札幌東公共職業安定所庁舎　新築工事 362

D.五洋建設（株） H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 67 計 0

不動産購入費
加世田公共職業安定所庁舎　庁舎用地取
得

67

C.南さつま市 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 675 計 0

その他 事務費等（設計、監理費、旅費） 2

工事費 札幌東公共職業安定所庁舎　新築工事等 673

B.北海道開発局 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 91 計 0

その他 事務費等（設計、監理費） 6

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

A.大阪労働局 E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

工事費
大阪西公共職業安定所庁舎　ＯＡフロア更
新等工事等

85

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

大牟田労働基準監督署庁舎等　ＬＥＤ照明工事 6 4 85

大阪中央労働基準監督署庁舎等　非常用照明等工事 2 随意契約

河内柏原公共職業安定所庁舎　内壁工事 2 随意契約

大阪西公共職業安定所庁舎　電源工事等 3 3 66

大阪南労働基準監督署庁舎等　網戸設置工事 13 4 64

西野田労働基準監督署庁舎等　タラップ等取付工事 2 随意契約

9 大和電気工業（株） 岸和田労働基準監督署庁舎　太陽光発電設備工事 14 6 92

大河原労働基準監督署庁舎　補修工事 1 随意契約

10 東京労働局 王子労働基準監督署庁舎　外壁防水工事等

落札率

36

9 山口労働局 防府公共職業安定所庁舎　会議室増設工事等 44

8 山形労働局 酒田公共職業安定所庁舎　耐震改修工事等 44

7 神奈川労働局 横浜西労働基準監督署庁舎　移転工事等 47

6 石川労働局 白山公共職業安定所庁舎　庁舎用地取得等 49

5 鳥取労働局 米子公共職業安定所庁舎　移転工事等 52

4 宮城労働局 大河原公共職業安定所庁舎　移転工事等 61

3 鹿児島労働局 加世田公共職業安定所庁舎　庁舎用地取得等 69

2 福岡労働局 飯塚公共職業安定所庁舎　LED照明設置工事等 83

1 大阪労働局 大阪西公共職業安定所庁舎　ＯＡフロア更新工事等 91

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2 九州地方整備局 久留米公共職業安定所庁舎　耐震改修工事等

1 北海道開発局

4 近畿地方整備局 阿倍野公共職業安定所庁舎　新築工事等 105

5

札幌東公共職業安定所庁舎　新築工事等 675

6 中国地方整備局 倉敷労働基準監督署庁舎　太陽光発電設置工事等

10

9 東北地方整備局 塩釜公共職業安定所庁舎　震災復旧工事等 19

8 四国地方整備局 さぬき公共職業安定所庁舎　空調設備改修工事等 36

7 北陸地方整備局 佐渡労働基準監督署庁舎　外壁改修工事等

関東地方整備局 日光労働基準監督署庁舎　建築改修工事等

伊勢労働基準監督署　太陽光発電設置工事等中部地方整備局

3

37

42

52

144

155

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 南さつま市 加世田公共職業安定所庁舎　庁舎用地取得 67 随意契約

2 （株）斎藤工務店 大河原公共職業安定所庁舎　移転工事 56 随意契約

3 白山市土地開発公社 白山公共職業安定所庁舎　庁舎用地取得 44 随意契約

4 （有）荒濱建築工務店 米子公共職業安定所庁舎　移転工事 44 6 78

5 （株）アキラ 大阪西公共職業安定所庁舎等　ＯＡフロア更新等工事 26 2 87

6 アール・ビー工装（株） 横浜西労働基準監督署庁舎　移転工事 29 随意契約

7 （株）備繕 大阪中央労働総合庁舎等　ＬＥＤ照明工事 25 6 83

8 九州沖通信機（株） 飯塚公共職業安定所庁舎等　ＬＥＤ照明工事 11 3 71

10 大海建設工業（株） 防府公共職業安定所庁舎　会議室増設工事 15 5 96

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 五洋建設（株） 札幌東公共職業安定所庁舎　新築工事 362 18 86

2 五建工業（株） 札幌東公共職業安定所庁舎　新築工事 136 17 90

久留米労働基準監督署庁舎等　ＬＥＤ照明工事 6 6 61



3 拓北電業（株） 札幌東公共職業安定所庁舎　新築工事 123 8 86

4 梅原建設（株） 久留米公共職業安定所庁舎　耐震改修工事 50 12 92

5 三神工業（株） 阿倍野公共職業安定所庁舎　新築工事 49 6 92

6 三和電気土木工事（株） 阿倍野公共職業安定所庁舎　新築工事 33 5 90

7 （株）徳岡設計 加世田公共職業安定所庁舎　新築工事 33 1 100

8 （株）岩田組 伊勢労働基準監督署　太陽光発電設置工事 32 1 95

9 （株）八興建設 日光労働基準監督署庁舎　建築改修工事等 29 2 84

10 ポリマー工業（株） 稚内公共職業安定所庁舎　外壁改修工事 28 1 99


